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広 島 市 水 道 局 財 務 課 

広島市水道局技術部技術管理課 

 

広島市水道局が発注する建設工事の競争入札（以下「入札」といいます。）に参加しようとする方は、以下の

事項をよく読み、間違いのないようにしてください。 
 

 

 

 

（財務課） 

 

１ 関係法令・規則・要綱等 

入札は、「地方自治法」、「同法施行令」、「広島市水道局契約規程」等の法令や「広島市水道局建設工事競争

入札取扱要綱」等の要綱・要領等の定めに従って行いますので、その内容をよく理解しておいてください(要

綱・要領等は、広島市水道局ホームページ（アドレスは最後に掲載。以下「ホームページ」という。）で見る

ことができます。)。 

例えば、刑法第９６条の６（公契約関係競売入札妨害又は談合）及び私的独占の禁止及び公正取引の確保

に関する法律第３条（不当な取引制限等）の規定に違反する行為を行ってはなりません。 

 

２ 入札にあたっての基本的な留意事項 

１ 入札は、予定価格が４００万円を超えるものについて行います（予定価格が４００万円以下のものは随

意契約により行います。）。（広島市水道局契約規程第２４条の２第１号）。また、入札を行うものは全てそ

の都度、予定価格及び調査基準価格又は最低制限価格を設定し、予定価格及び調査基準価格又は最低制限

価格（いずれも消費税及び地方消費税相当額を除いた額）を落札者の決定後において公表します。 

２ 次に掲げる事項を遵守して下さい。これに違反すると関係者について競争入札参加資格の取消（３年間）

又は指名停止措置を行うことがあります。 

⑴ 「刑法」及び「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」等の関係法令を守り、公正な入札

を行うこと。 

⑵ 少なくとも入札が終了するまでは入札に参加することを他の者に知らせないこと。 

本局では、適正な競争の促進を図る観点から、落札者を決定するまでは入札参加者名を公表していま

せん。 

⑶ 入札に当たっては、競争を制限する目的で他の業者と入札価格又は入札意思などについて、いかなる

相談も行わず、独自に入札価格を定めること。 

⑷ 落札者の決定前に、他の入札参加者に対して入札価格を意図的に開示しないこと。 

⑸ 予定価格、調査基準価格及び最低制限価格あるいはそれらの目安を知るために、職員に質問や確認を

行ったり、威力や金銭を用いて聞き出すなどの働きかけをしないこと。 

３ 入札参加者の談合や不穏な行動の情報があった場合など、入札を公正に執行することができないと判断

されるときは、当該入札参加者を入札に参加させず、又は入札の執行を延期若しくは中止します。 

４ 入札に当たって談合があったと認められる場合又は談合の疑いが払拭できない場合は、入札後といえど

も入札の無効などの措置を行います。 

５ 入札参加者は、本局が入札の内容について調査を行うときは、その調査に対し、誠実に協力しなければ

なりません。 

６  入札公告後において、入札公告・入札関係資料に誤記載などの誤りがあった場合は、入札の中止、公告

の訂正、入札の一旦停止又は入札関係資料の修正を行うことがあります。開札後又は落札決定後において

も、当該誤りにより、落札者の順位が変わるなど入札の公正性が損なわれていることが判明した場合には、

入札を中止とし、落札者の決定の取消等を行います。契約締結後においても契約解除する場合があります。 

また、落札決定に影響がない場合には、入札を中止することなく、入札手続を継続します。 

 

３ 入札心得 

１ 資本的関係・人的関係調書（様式はホームページから入手できます。）を作成して、定められた期限まで

に提出してください。この調書などにより、一定の資本的関係又は人的関係等のある会社等が同一入札に

Ⅰ 入札への参加 

建設工事の競争入札に参加しようとされる方へ 
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参加していることが判明した場合、それらの会社はいずれも入札に参加することができません。ただし、

そのうちの１者を除いて他者が全て入札執行前に入札を辞退した場合は、残りの１者は入札に参加できま

す。 

なお、入札書送付後の入札辞退は認めませんので、一定の資本的関係又は人的関係等のある会社等の入

札全てを無効とします。 

また、入札公告に記載した設計業務の受託者又は当該受託者と資本的関係若しくは人的関係等のある者

は入札に参加できません。 

【同一入札への参加が制限される事例】 

 

 

 

 

２ 人的関係（役員等兼任等） ２ 人的関係（役員等兼任等） Ａ社 

Ｃ社 Ｂ社 

Ｄ社 Ｅ社 

３ 資本的関係と人的関係の複合的関係 

１ 親子関係等 

１  親会社等が同じ子会社等 
 

 

※ 上記の関係がある場合、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ及びＥ社は、いずれか１者のみの入札参加となります。 
※ 個人事業主や組合等の法人の理事についても、他の会社等の役員等を兼任している場合、同一入札へ

の参加が制限されます。また、組合とその構成員又は共同企業体とその構成員は同一入札への参加が制

限されます。 
※ 上記の１について、子会社等又は子会社等の一方が、民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が

存続中の会社等又は会社更生法第２条第７項に規定する更生会社である場合は除きます。 

※ 上記の２について、一方の会社等の役員等が他方の会社等の管財人を兼任している場合を除いて、会

社等の一方が、民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社等又は会社更生法第２条第

７項に規定する更生会社である場合は除きます。 
２ 一般競争入札の場合、設計図書等については、原則、広島市調達情報公開システムにおいて交付するこ

ととしています。これに伴い、開札の結果、一般競争入札参加資格確認申請書の提出を求められた事業者

は、この書類の１つとして「ダウンロード確認票」を定められた期限までに提出することとなります。「ダ

ウンロード確認票」は、設計書・仕様書等をダウンロードする際、調達情報公開システムからプリントア

ウトし、なくさないよう保管しておいてください。 

※ ダウンロードするためには、「広島市調達情報公開システム（受注者用機能）」において、業者番号

（５桁）及びパスワードを入力してログインする必要があります。 

なお、入札中止又は不調となった場合等に、同じ工事名で再公告を行う場合があります。再公告を

行った場合、当初の公告と案件番号や開札日時等が異なることとなります。同じ工事名であっても別

の公告に係るダウンロード確認票を提出された場合は書類の未提出により無効となりますのでご注

意ください。 

また、一旦停止した案件については、入札手続の再開後のダウンロード確認票を添付してください。

再開後のダウンロード確認票を添付していない場合は書類の未提出により無効となります。 

ダウンロード確認票の提出は最低価格提示者から求めます。また、任意の入札において、開札時又

は開札後に入札参加者から提出を求める場合があります。 

３ 設計書、仕様書、図面及び現場等並びに広島市水道局契約規程その他の契約条件を熟知し、経費の内訳

を明らかにした所定の工事費内訳書（様式及び作成要領はホームページから入手できます。）を作成して、

必ず電子入札システムを利用して入札書に添付して提出してください。工事費内訳書を提出されない場合

その他工事費内訳書が無効事由に該当する場合、その入札は無効としますのでご注意ください。また、本

局設計書の全ての項目に対応した工事費積算書（後記する工事費内訳明細書より詳細な代価等までを含め

た積算書で本局設計書の全てに対応しているもの。）も必ず作成してください。 

なお、工事費積算書は、関係職員等が特に指示した場合は提出しなければなりません（入札執行後も含

む。)。 

４ 入札に当たり不明な点がある場合は、入札前に関係職員の説明を受けてください。 

５ 電子入札システムによる入札は、開札日の前日及び前々日（いずれも広島市の休日（広島市の休日を定

める条例第１条第１項に規定する市の休日をいう。以下同じ。）を除く。）の午前８時３０分から午後５時

（ただし、最終日は午後４時）までです。 

６ 電子入札から紙入札に変更（広島市水道局電子入札運用基準に基づき、やむを得ないと認められる場合

に限る。）した場合、次の事項に注意してください。 

⑴ 代理人の印鑑で入札する場合は、入札書とともに委任状（様式はホームページから入手できます。）を

提出してください。 
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⑵ 入札参加者及びその代理人は、当該入札において他の入札参加者の代理をすることはできません。 

⑶ 入札書は、本局所定の様式（ホームページから入手できます。）を使用し、封筒（長形３号が望ましい。）

に入れて提出してください。 

なお、封筒には工事名及び入札者の商号又は名称を記載し、「〆」などで封字してください。 

⑷ 工事費内訳書（記名したもの）を必ず提出してください（提出方法は入札説明書のとおり）。 

７ 最低入札価格が調査基準価格を下回る入札であった場合、落札決定を保留し、最低入札価格提示者に開

札日（又は落札候補者決定の日）の翌日から起算して５日（広島市の休日を除く。）後の午後５時までに低

入札価格調査報告書（所定の様式は、ホームページから入手できます。）の提出を求め、低入札価格調査を

実施します（最低入札価格提示者以外の方は、契約担当課の指示に従ってください。）。 

なお、低入札価格調査報告書には、工事費内訳明細書(第４段階のレベルまで)を添付しなければなりま

せん。工事費内訳明細書を提出されない場合その他工事費内訳明細書が無効事由に該当する場合、その入

札は無効としますのでご注意ください。 

低入札価格調査において、「低入札価格調査マニュアル」の「５ 適正な履行確保の基準」に定める基準

を満たさないときは、契約内容に適合した履行がされないおそれがあるものとして落札者としないので、

ご注意ください（低入札価格調査マニュアルはホームページから入手できます。）。 

８ 次のいずれかに該当する入札は無効となります。 

⑴ 入札に参加する者に必要な資格を有しないものが入札したもの 

⑵ 工事費内訳書に記名がないものや工事費合計金額が入札書記載金額と異なるもの等「工事費内訳書作

成要領」の無効事由に該当したもの 

⑶ 一の入札に同一の入札者又は代理人から２通以上の入札書が提出されたもの（電子と紙（紙様式の入

札書を電子入札システムで添付送信されたものを含む。）の両方で提出されたものを含む。） 

⑷ 明らかに連合による入札と認められるもの 

⑸ 明らかに錯誤による入札と認められるもの 

⑹ その他入札に関する条件に違反したもの 

紙入札の場合は、次のいずれかに該当する入札も無効となります。 

⑺ 入札書に記名押印がないもの 

⑻ 入札書の記入文字が明確でないもの 

⑼ 委任状を提出しない代理人が入札したもの 

⑽ 入札金額を訂正したもの 

⑾ 入札書の工事名の異なるもの 

 なお、次のいずれかに該当する入札は失格とします。 

⑴ 調査基準価格が設定されている案件にあっては、入札金額が総額失格基準額を下回る入札 

⑵ 最低制限価格が設定されている案件にあっては、入札金額が最低制限価格を下回る入札 

 

９ 初度の競争入札において予定価格の制限の範囲内の価格の入札がない場合（最低制限価格を設定した案

件にあっては、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格の入札がない場合）、１回に限り

再度の入札を行います。この場合、初度の入札の入札参加者（無効の入札をした者を除く。）に対し、電子

入札システムにより再入札通知書を送付し、原則として開札日の翌日（広島市の休日を除く。）を再度の入

札の開札日とします（初回が紙入札の場合は、FAX により再入札通知書を送付します。）。  

再入札通知書を受けた者で、再度の入札を希望しない者は、これを辞退することができます。辞退する

場合は、入札書受付期間内に電子入札システムで辞退届を提出してください。なお、入札を辞退したこと

による不利益な取扱いは一切行いません。再入札の工事費内訳書は、一般競争入札参加資格確認申請書等

の提出時に提出してください。 

10 落札となるべき同価の入札をした者が２者以上あるときは、原則として、開札日の翌日に本局が設定す

る時間及び場所において、該当者がくじを引く方法によるくじ引を行い、競争入札参加資格の確認を行う

者の順番又は落札者を決定します。万一、くじを引くべき者がくじを欠席したとき又はくじを引かないと

きは、入札事務に関係のない本局の職員がその者に代わってくじを引きます。 

ただし、入札公告等において電子くじ対象案件とした最低制限価格が設定されている工事(単価契約によ

るもの等を除く。)の場合は、直ちに電子入札システムの電子くじ機能(以下「電子くじ」という。)による

くじ引により競争入札参加資格の確認を行う者の順番等を決定します(電子くじによるくじ引が困難な場

合は、原則として翌日に入札参加者がくじを引く方法によるくじ引を行います。)。 

※ 電子くじによるくじ引の場合は、該当者が来庁する必要はありません。 

11 入札書を送付した後は入札を辞退することはできません。入札後資格確認型一般競争入札以外の場合で

あって、入札書送付前に入札を辞退する場合は、次に掲げるところにより辞退する旨を申し出てください。 

なお、入札を辞退した者は、これを理由として以後の指名等について不利益な取扱いを受けることはあ

りません。 

⑴ 指名競争入札の場合 

ア 電子入札システムで入札に参加する者 
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入札書受付期間内に同システムで辞退届を提出してください。 

イ 紙入札で入札に参加する者 

入札書受付期間の最終日までに所定の入札辞退届（様式はホームページから入手できます。）を入札

担当課に持参、郵送（期限内必着）、メール又はＦＡＸにより提出してください。 

⑵ 随意契約の場合 

見積合わせ執行前に辞退する場合は、所定の見積辞退届（様式はホームページから入手できます。）を

入札担当課に持参、郵送（見積日の前日（広島市の休日を除く。）必着）、メール又はＦＡＸにより提出

してください。 

見積合わせ執行中に辞退する場合は、見積書の金額欄に辞退の旨を明記し、入札執行職員に直接提出

してください。 

万一、見積時刻に間に合わない場合は、見積に参加しなかった者として扱うことがありますが、この

場合であっても必ず入札担当課に電話で連絡しなければなりません。無断で見積に参加しなかった者に

ついては、指名停止措置を行うことがあります。 

12 入札参加者が連合し若しくは不穏の行動をなす等の情報があった場合又はそれを疑うに足りる事実を得

た場合は、入札書及び工事費内訳書、工事費内訳明細書又は工事費積算書を必要に応じ公正取引委員会等

に提出する場合があります。 

 

※ 電子入札システムを利用して入札に参加する場合は、入札書に工事費内訳書を添付して送付していた

だきますが、作成については、本局が指定したアプリケーション（マイクロソフト社のＷｏｒｄ若しく

はＥｘｃｅｌ又はアドビシステムズ社のアクロバット（ＰＤＦ作成ツール））で行ってください。 

添付する容量は３メガバイト（ＭＢ）以下としてください。 

なお、ＬＺＨ又はＺＩＰ形式に限り圧縮することを認めます。 
 

 

 

 

 

（財務課） 

 

１ 契約書の交付 

入札の結果、契約の相手方となった方には、契約書をその工事を契約する課（以下「契約担当課」といい

ます。）において手渡しますので、指示する日時までに（落札決定後、契約担当課の職員が指示します。）契

約担当課へお越しください。 

なお、落札者となった者が消費税等に係る免税事業者の場合は、契約書の請負代金額について、消費税等

相当額のうち書きを行わないため、落札者は直ちに「免税事業者届出書」（様式はホームページから入手でき

ます。）を契約担当課へ提出してください。 

 

２ 契約の締結日 

契約の締結日は、原則として落札決定（見積）日の２日後（広島市の休日は日数に含まない。）となります。

やむを得ない事情がある場合は契約担当課にご相談ください。ただし、この場合にあっても落札決定（見積）

日から５日（広島市の休日も日数に含む。）以内に契約を締結する必要があります。 

なお、５日目が広島市の休日の場合は、その日以後の平日までとなります。契約の相手方となった方には

あらためて契約締結日及び請負金額をお知らせしますので、必ずご確認ください。 

 

３ 契約書を受け取る際に必要な書類 

契約を締結しようとする工事の内容が、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条にいう「対

象建設工事」に該当するときは、設計図書等の配付資料（以下「配付資料」という。）の中の「建設工事に係

る資材の再資源化等に関する法律第１３条に定める事項」（以下「１３条書面」という。）に必要事項を記入

した上、落札決定日の翌日（その日が広島市の休日のときは、その日以後の平日となります。）までに、工事

監督を担当する課（以下「施工担当課」という。）へ提出してください。 

この１３条書面の内容は契約書の一部となります。 

※ 「対象建設工事」及び「１３条書面」の内容については、配付資料の中の『「建設工事に係る資材の再

資源化等に関する法律第１３条に定める事項等の記入方法等について」』をご覧ください。 

なお、１３条書面を期限までに提出されない限り契約を締結することはできません。 

Ⅱ 契約の締結 
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４ 契約保証金 

契約を締結する際には、契約保証金（請負代金額の１０分の１以上。以下同じ。）を契約締結の日までに納

付していただくことにしています。（契約金額が１００万円未満であり、かつ、契約の相手方が契約を履行し

ないこととなるおそれがないときを除きます。） 

ただし、利付国債又は広島市債の提供並びに金融機関又は保証事業会社の保証をもって契約保証金の納付

に代えることができます。また、公共工事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を

行った場合は、契約保証金の納付を免除します(契約保証金(現金)と保険等の併用はできません。)。 

金融機関の保証、保証事業会社の保証、公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約の締結（以

下「保証等」といいます。）に当たっては、事前に取扱機関の審査を必要としますので必ず事前に取扱機関に

ご相談ください。 

なお、契約締結日までに契約保証金の納付又は保証等に係る証書の提出をされない限り、契約を締結する

ことができません。また、保証等については、破産管財人等による契約解除の場合も保証するものであるこ

とが必要です。 

契約時の契約保証金について、詳しくは「契約保証金の納付について」をご覧ください。 

契約金額が１００万円未満であり、かつ、契約の相手方が契約を履行しないこととなるおそれがないとき

は契約保証金を免除します。ただし、変更契約により変更後の契約金額が１００万円以上となる場合には、

変更契約締結の日までに、変更後の契約金額の１０分の１以上の契約保証金(現金)の納付が必要となります。 

変更契約に係る契約保証金について、詳しくは「変更契約に係る契約保証金の納付について」をご覧ください。 

 

５ 落札者が契約を締結できなかった場合及び契約を締結しない場合 

落札者が決定した後、正当な理由なく契約締結をしなかったときは、競争入札参加資格を取り消します（３

年間）。 

また、契約予定金額に対する入札保証金相当額の損害賠償金（契約予定額の５パーセント）を請求します。 

 

 

 

 
（技術管理課） 

 

１ 現場代理人・技術者の適正な配置 

１ 工程管理、品質管理及び安全管理等に漏れのないよう、工事の内容に応じた適切な資格及び技術力等を

有し、恒常的かつ直接的な雇用関係のある現場代理人及び技術者を適正に配置してください。 

なお、出向者（国土交通大臣の認定を受けた企業集団に属する親会社からの出向者を除く。）や派遣社員

は現場代理人及び工事の現場に配置する技術者になれません。 

契約書に定めるところに従い現場代理人及び技術者の届出をされる際は、雇用関係を確認することがで

きる書類の写し、技術者の資格を証する書類（技術検定合格証明書の写し、監理技術者資格者証及び監理

技術者講習修了証等の写し、実務経歴書等）を添付してください。 

また、現場代理人及び技術者の届出時及び工事検査時には、本人の確認ができる書類（顔写真付きの監

理技術者資格者証、運転免許証等）の原本及び雇用関係の確認ができる証明書類の原本の提示をお願いし

ます。 

２ 一般競争入札により契約を締結する工事の場合、当該工事の入札参加資格確認申請時に提出した配置予

定技術者調書に記載した技術者を配置してください。 

なお、契約締結日までの配置予定技術者の変更は、入札公告で示した条件を満たす場合に限り認めます

（総合評価落札方式を適用する一般競争入札においては、病気、退社等本局がやむを得ない理由があると

認める場合でなければ提出した配置予定技術者の変更は認めません。）。 

３ 配置する現場代理人及び技術者は、契約締結日（着手日選択期間を設定した工事にあっては実工事期間

の始期（広島市水道局の承諾を得て実工事期間の始期を早めた場合は、変更後の実工事期間の始期））から

引渡しの日まで配置してください。なお、技術者については、病気・退社等本局がやむを得ない理由があ

ると認める場合以外は途中交代できません。 

４ 配置する技術者の恒常的な雇用関係としては、専任を要しない主任（監理）技術者の場合は、開札日の

前日以前に雇用関係があること、また、専任を要する主任（監理）技術者、専任特例により兼務する主任

（監理）技術者（建設業法第２６条第３項第１号又は第２号に規定される主任（監理）技術者をいう。）及

び同法第２６条第３項第２号に規定される監理技術者の行うべき同法第２６条の４第１項に規定する職務

を補佐する者（以下「監理技術者補佐」という。）の場合は、開札日以前に３か月以上の雇用期間があるこ

とが必要です。 

また、現場代理人については、契約締結日（着手日選択期間を設定した工事にあっては実工事期間の始

期（広島市水道局の承諾を得て実工事期間の始期を早めた場合は、変更後の実工事期間の始期））において

雇用関係があることが必要です。 

Ⅲ 施工の体制 
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５ 雇用関係及び本人の確認の詳細については、別添の「現場代理人、主任（監理）技術者及び監理技術者

補佐の雇用関係及び本人確認について」を参照してください。 

６ 営業所技術者等（営業所技術者又は特定営業所技術者をいう。以下同じ。）及び経営業務の管理責任者等

は、現場代理人及び請負金額が４，５００万円（建築一式工事の場合９，０００万円）以上となる工事の

主任（監理）技術者及び監理技術者補佐にはなれません。ただし、営業所技術者等について、下記 10⑷①

に掲げる要件を満たす場合は、この限りではありません。 

７ 主任技術者に出向社員を充てることが例外的に認められる場合は、請け負った工事の一部を当該技術者

の出向元の建設業者に下請させることはできません。 

８ 建設業法の規定により下請契約の額（下請契約が２以上あるときは、下請代金の総額）が５，０００万

円（建築一式工事の場合８，０００万円）以上となる工事には、監理技術者資格者証の交付を受けている

者を監理技術者として現場に配置しなければなりません。入札公告及び特記仕様書にて監理技術者補佐の

配置による監理技術者の兼務の特例（以下「専任特例２号」という。）が認められている工事において、監

理技術者が専任特例２号により他工事と兼務（２件まで）する場合は、それぞれの工事現場に監理技術者

補佐を専任で配置しなければなりません。 

９ 現場代理人は原則として工事現場に常駐しなければなりません。「常駐」とは、当該工事のみを担当して

いることだけでなく、作業期間中、常に工事現場に滞在していることを指します。ただし、下記 10⑴に該

当し、現場代理人の兼務を認められた工事については、現場代理人の「常駐」を免除されます。また、現

場代理人の配置については技術者と同様の扱いとし、現場施工に着手するまでの期間や工事を全面的に一

時中止している期間、工場製作のみが行われている期間等は、常駐を要しない期間とします。 

10 主任技術者、現場代理人及び監理技術者については、一定の条件を満たした場合に兼務することができ

ることとしています。詳細については、入札公告、入札説明書及び特記仕様書を確認してください。 

⑴ 主任技術者及び現場代理人の兼務制限 

① 兼務の条件 

主任技術者及び現場代理人の兼務の制限については次表のとおりであり、新たに配置しようとする

工事と既に配置されている全ての工事が以下の条件を満たす場合に限り、兼務を認めます。 

兼務制限の件数は、下請で配置される工事も含め、最終的に配置される全ての工事（主任技術者又

は現場代理人として配置されている工事を 1 件とします。（主任技術者と現場代理人を兼務している場

合も１件とします。））の合計であり、兼務する全ての工事が表中の適用金額未満であることを要する

ものとします。 
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【兼務制限一覧表】 

                                  （ ）内の金額は、建築一式工事の場合 

工事金額(税込) 主 任 技 術 者 現 場 代 理 人 

以上 未満 基本条件 緩和 基本条件 緩和 

 

[設計金額] 

１億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[請負金額] 

4,500 万円 

(9,000 万円) 

 

 

 

兼務不可 
災害復旧工事を含む

場合は、密接な関係

(※１)があり、全て

の工事箇所の間隔

(直線距離)が２５km

以内の公共工事に限

り５件以下 

 

※その他兼務要件

(※３)を満たすこと 

※本局が定める区域

内（※２）に限定し

ない 

※単価契約の工事も

兼務可(※４) 

兼務不可 
災害復旧工事を含む場合

は、密接な関係(※１)が

あり、全ての工事箇所の

間隔(直線距離)が２５km

以内の公共工事に限り 

５件以下 

 

※その他兼務要件(※３)

を満たすこと 

※本局が定める区域内 

（※２）に限定しない 

※単価契約の工事は兼務

不可 

密接な関係(※１)

があり、相互の間

隔(直線距離)が１

０km 以内で、本局

が定める区域内

(※２)の公共工事

に限り２件以下 

 

※その他兼務要件

(※３)を満たすこ

と 

※単価契約の工事

も兼務可(※４) 

密接な関係(※１)が

あり、相互の間隔(直

線距離)が１０km 以

内で、本局が定める

区域内(※２)の公共

工事に限り２件以下 

 

※その他兼務要件

(※３)を満たすこと 

※単価契約の工事は

兼務不可 

５件以下 

 

※公共工事以外の

工事も含む 

※本局が定める区

域内(※２)に限定

しない 

※単価契約の工事

も兼務可 

請負金額 4,500 万円

未満(9,000 万円未

満)の災害復旧工事

に係る主任技術者等

は兼務件数にカウン

トしない 

 

※本局が定める区域

内(※２)に限定しな

い 

※単価契約の工事も

兼務可 

本局が定める区域内

(※２)の公共工事に

限り５件以下 

 

※その他兼務要件

(※３) (ｱ)(ｴ)を満

たすこと 

※単価契約の工事は

兼務不可 

請負金額 4,500 万円未満

(9,000 万円未満)の災害

復旧工事に係る主任技術

者等は兼務件数にカウン

トしない 

 

※本局が定める区域内

(※２)に限定しない 

※単価契約の工事にも適

用（兼務可） 

※１ 密接な関係とは、工事の対象となる工作物に一体性又は連続性が認められる工事又は施工にあたり

相互に調整を要する工事をいう。 

※２ 本局が定める区域とは、広島市内、安芸郡府中町内又は安芸郡坂町内をいう。 

※３ その他兼務要件  

(ｱ) 工事現場不在時の連絡体制が確保されていること。 

(ｲ) 既に契約している工事の発注者が兼務を承認し、そのことを証する書面の写しを提出できること。

（本局発注工事を除く） 

(ｳ) 主任技術者にあっては、兼務の申請にあたり、下請けの予定（下請代金等）を明らかにすること。 

(ｴ) 現場代理人にあっては、監督員等の求めにより、速やかに工事現場に向かう等適切な対応ができ

ること。 

※４ 単価契約の工事における工事箇所の間隔の取扱いは、単価契約の施工区域の全部または一部が含ま

れる場合、または施工区域の外縁から最も近い箇所から規定の距離以内の場合は、距離要件を満たす

ものとする。 

 

【災害復旧工事の対象】 

災害復旧事業（国庫補助事業に限定せず、類する単独事業も含む。）による工事（緊急工事等施行依頼書に

よる工事も含む。） 

＜対象事業の例示＞ 

ア 水道施設の災害復旧事業    イ 公共土木施設の災害復旧事業（改良復旧を含む。）  

ウ 公立学校施設の災害復旧事業  エ 公営住宅等の災害復旧事業 

オ 堆積土砂の排除事業      カ 農地、農業用施設、林道の災害復旧事業（改良復旧を含む。） 

 

② 兼務を希望する場合の手続（請負代金額が１００万円未満の工事を除く。） 

下表の各担当課（提出先）が提出された書類を確認・受理することで兼務は可能となります。 

なお、新たに配置しようとしている工事の一般競争入札の主任技術者の兼務については、入札公告

に記載した工事担当課が提出された書類を確認・受理することで兼務は可能となります。 
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ア 提出書類 

「施工様式－５１」を次の事項に従い記載等をしたうえで、当該主任技術者、現場代理人を新た

に配置することを希望している工事の各担当課（提出先）に提出してください。 

・ 該当する者が兼務する全ての工事を記載してください。（兼務件数にカウントしない災害復旧

工事についても記載してください。） 

・ 兼務する全ての工事（「施工様式－５１」に記載の全ての工事）のうち、１件でも請負金額が

４，５００万円以上（建築一式工事にあっては９，０００万円以上）の工事がある場合には、発

注者が異なる工事（発注者が本局でない工事）について、発注者が兼務を承認し、そのことを証

する書面（「施工様式－５２」）の写しを添付してください。なお、発注者が異なる工事に下請け

で配置されている場合は、発注者の承認は不要です。 

イ 提出期限等 

「施工様式－５１」の提出時期等は下表による。 

入札方式 主任技術者 現場代理人 提出先 

一般競争入札 

原則、開札日（積算疑義申立
に係る手続を試行する対象工
事にあっては一般競争入札参
加資格確認申請書の提出を求
める旨の通知をする日）の翌々
日（広島市の休日を除く。）の
午後５時まで 

 

工事担当課 

契約の締結日（着手日選択期間を設定した工事にあっては
実工事期間の始期（本局の承諾を得て実工事期間の始期を早
めた場合は、変更後の実工事期間の始期））から７日以内。 
 「(施工様式-7)現場代理人・主任(監理)技術者届」と合わ
せて提出。 

施工担当課 

指名競争入札 

随意契約 

（特命随契含む。） 

契約の締結日（着手日選択期間を設定した工事にあっては
実工事期間の始期（本局の承諾を得て実工事期間の始期を早
めた場合は、変更後の実工事期間の始期））から７日以内。 
 「(施工様式-7)現場代理人・主任(監理)技術者届」と合わ
せて提出。 

施工担当課 

 

⑵ 監理技術者補佐の配置による監理技術者の兼務の特例（専任特例２号） 

専任義務がある監理技術者についても、建設業法第２６条第３項第２号に定める監理技術者において

は、当該監理技術者の行うべき職務を補佐する者（以下、「監理技術者補佐」という。）をそれぞれの工

事現場に専任で置くときは、元請に限り２件（民間工事を含む）まで兼務することができます。 

この場合の本局の取扱いについては次のとおりです。 

なお、本局発注の工事のうち、専任特例２号による兼務が可能な工事については、特記仕様書に兼務

可能であることを明記しています。 

① 専任特例２号による兼務の取扱い 

ア 兼務対象工事 

設計金額（税込）が３億円未満の工事を対象とします。ただし、営繕工事（建物の新築や改修に

伴う設備工事を含む）にあっては、２億円未満を対象とします。 

なお、発注者が本局でない工事については、「設計金額（税込）」を「請負金額（税込）」と読み替

えます。 

イ 兼務対象工事の要件 

・ 監理技術者が専任特例２号により兼務できる範囲は、工事相互の間隔（直線距離）が１０ｋｍ

以内であること（本局が定める区域内（(1)①※２）に限定しない。）が必要です。 

・ 単価契約の工事同士は兼務できません。 

ウ 兼務する場合の体制 

・ 監理技術者は、施工における主要な会議への参加、現場の巡回及び主要な工程の立会等の職務

を適正に遂行しなければなりません。 

・ 監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡が取れる体制であることが必要です。 

・ 監理技術者補佐が担う業務等について、明らかにしてください。 

② 監理技術者補佐になり得る者の要件 

監理技術者補佐は、次のいずれかに該当する者としてください。 

ア 建設業法施行令第２９条第１号に掲げる者 

建設業法第７条第２号イ、ロ又はハに該当する者（主任技術者の資格を有する者）のうち、建設

工事の種類に応じ、以下のいずれかに該当する者 
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・ １級の第１次検定に合格した者（１級技士補、令和３年４月１日施行） 

・ 建設業法第１５条第２号イ、ロ又はハに該当する者（ロは指定建設業を除く） 

イ 建設業法施行令第２９条第２号に掲げる者 

国土交通大臣が建設業法施行令第２９条第１号に掲げる者と同等以上の能力を有すると認定した

者 

なお、監理技術者補佐は、受注者又は入札参加者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある者として

ください。恒常的な雇用関係は、工事契約途中から監理技術者補佐を置く場合であっても、開札日

前３か月以上であることが必要です。また、監理技術者補佐は、真にやむを得ない場合を除き変更

できません（監理技術者の兼務を止め、監理技術者補佐を解除する場合を除く。）。 

③ 兼務を希望する場合の手続き 

ア 一般競争入札の場合 

(ｱ) 提出書類 

(a) 配置予定技術者調書（様式３－１） 

専任特例２号による兼務を希望する監理技術者に係る配置予定技術者調書（様式３－１）に、

添付資料（当該監理技術者を既に配置している工事の確認資料として工事実績情報システム（Ｃ

ＯＲＩＮＳ）登録内容の写し）を添付したうえで、当該監理技術者を新たに配置することを希

望している工事の工事担当課に提出してください。既に配置している工事のＣＯＲＩＮＳ登録

内容の写しが添付できない場合は、契約書の写し等の工事名、施工場所、契約金額（税込）及

び工事の概要（営繕工事に該当するか）が分かる書類を添付してください。 

併せて、監理技術者補佐に係る配置予定技術者調書（様式３－１）を提出してください。 

(b) 監理技術者補佐設置届（施工様式７－３） 

当該監理技術者を既に配置している工事が本局発注工事である場合は、既に配置している工

事の施工担当課へ提出してください。 

なお、当該監理技術者を新たに配置することを希望している工事については、契約を締結し

た場合に、「現場代理人・主任（監理）技術者届」と合わせて監理技術者補佐設置届（施工様式

７－３）を施工担当課へ提出してください。 

(ｲ) 提出期限 

(a) 配置予定技術者調書（様式３－１） 

一般競争入札参加資格確認申請書の提出期限まで（開札日（積算疑義申立に係る手続を試行

する対象工事にあっては一般競争入札参加資格確認申請書の提出を求める旨の通知をする日）

の翌日（広島市の休日を除く。）の正午まで。また、くじ引の場合はくじ引を行った日の翌日（広

島市の休日を除く。）の正午まで）に、工事担当課に提出してください。 

(b) 監理技術者補佐設置届（施工様式７－３） 

当該監理技術者を既に配置している工事については、開札日（積算疑義申立に係る手続を試

行する対象工事にあっては一般競争入札参加資格確認申請書の提出を求める旨の通知をする

日）の翌々日（広島市の休日を除く。）の午後５時までに、既に配置している工事の施工担当課

に提出してください。 

また、当該監理技術者を新たに配置することを希望している工事については、契約締結日（工

事着手日選択期間を設定した工事にあっては実工事期間の始期）から 7 日以内に、「現場代理

人・主任（監理）技術者届」と合わせて施工担当課に提出してください。 

イ 指名競争入札、随意契約の場合 

(ｱ) 提出書類 

・ 監理技術者補佐設置届（施工様式７－３） 

ア(ｱ)(b)に記載のとおり。 

(ｲ) 提出期限 

・ 監理技術者補佐設置届（施工様式７－３） 

当該監理技術者を既に配置している工事の施工担当課に提出したうえで、当該監理技術者を

新たに配置することを希望している工事の施工担当課に契約締結日（工事着手日選択期間を設

定した工事にあっては実工事期間の始期）から 7 日以内に、「現場代理人・主任（監理）技術者

届」と合わせて提出してください。 
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⑶ 情報通信技術の活用等による主任技術者等の兼務の特例（専任特例１号） 

専任配置が必要な主任技術者又は監理技術者（以下、主任技術者等という。）について、建設業法第２

６条第３項第１号に定める要件を満たす場合は、下請で配置される工事も含め、２現場まで兼務するこ

とができます。この場合の本局の取扱いについては次のとおりです。 

① 専任特例１号による兼務の要件 

⑴又は⑵を活用しない工事現場の主任技術者等が、以下の全ての要件を満たすことが必要です。な

お、下請業者が配置する主任技術者にも適用します。 

ア 各建設工事の請負金額が１億円未満（建築一式工事は２億円未満）であること。 

イ 工事現場間の距離が、同一の主任技術者等が一日の勤務時間内に巡回可能で、当該現場と他の

工事現場との移動時間がおおむね２時間以内であること。 

ウ 当該建設業者が注文者となった下請け契約から数えて、下請次数が３次以内であること。 

エ 主任技術者等との連絡その他必要な措置を講ずるための者（以下、「連絡員」という。）を各現

場に配置していること。（土木一式工事又は建築一式工事の場合の連絡員は、当該建設工事の種類

に関する実務経験を１年以上有する者であること。） 

オ ＣＣＵＳ等情報通信技術により、主任技術者等が遠隔から工事現場の施工体制を確認できる措

置を講じていること。 

カ 人員の配置を示す計画書を作成し、各現場に備え置き、帳簿の保存期間と同期間、営業所で保

存すること。 

キ 現場状況を確認するための情報通信機器（遠隔の現場との必要な情報のやり取りを確実に実施

できるもの。一般的なスマートフォンやタブレット端末、ＷＥＢ会議システムで構わない。）が設

置され、通信可能な環境が確保されていること。 

ク 工事現場の数が２を超えないこと。なお、「専任特例１号を活用した工事現場」と「専任を要し

ない工事現場」を同一の主任技術者等が兼務できるが、専任を要しない工事現場についてもア～

キの要件を満たし、かつ全ての工事現場の数が２を超えてはならない。 

② 兼務における留意事項 

・ 主任技術者の兼務する工事が、⑴に示す兼務の条件を満たす場合は、専任特例１号では取扱いま

せん。⑴②に示す主任技術者の兼務に係る事務手続を行ってください。 

・ 専任特例１号を活用した主任技術者等が、専任特例２号を活用することはできません。 

・ 専任特例１号を活用した主任技術者等が、現場代理人を兼務することはできません。 

③ 兼務を希望する場合の手続 

ア 一般競争入札の場合 

(ｱ) 提出書類 

(a) 主任技術者等の専任特例１号による兼務について（施工様式-６１） 

次の事項に従い記載等をしたうえで、当該主任技術者等を新たに配置することを希望してい

る工事の工事担当課に提出してください。 

・ 該当する者が兼務する全ての工事を記載してください。 

・ 兼務する全ての工事のうち、発注者が異なる工事（発注者が本局でない工事）がある場

合、発注者が兼務を承認し、そのことを証する書面（施工様式-６２）の写しを添付して

ください。なお、発注者が異なる工事に下請けで配置されている場合は、発注者の承認は

不要です。 

(b) 人員の配置を示す計画書（施工様式-６３） 

当該主任技術者等を新たに配置することを希望している工事については、契約を締結した場

合に、「現場代理人・主任（監理）技術者届」と合わせて人員の配置を示す計画書（施工様式-

６３）を提出してください。 

なお、当該主任技術者等を既に配置している工事が本局発注工事である場合は、既に配置し

ている工事の施工担当課に人員の配置を示す計画書（施工様式-６３）を提出してください。 

(ｲ) 提出期限 

(a) 主任技術者等の専任特例１号による兼務について（施工様式-６１） 

原則、開札日（積算疑義申立に係る手続を試行する対象工事にあっては一般競争入札参加資

格確認申請書の提出を求める旨の通知をする日）の翌々日（広島市の休日を除く。）の午後５時

までに、工事担当課に提出してください。 

(b) 人員の配置を示す計画書（施工様式-６３） 

主任技術者等を既に配置している工事の施工担当課に提出したうえで、主任技術者等を新た

に配置することを希望している工事の施工担当課に契約締結日（工事着手日選択期間を設定し

た工事にあっては実工事期間の始期）から７日以内に、「現場代理人・主任（監理）技術者届」

と合わせて提出してください。 

イ 指名競争入札、随意契約の場合 

(ｱ) 提出書類 
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(a) 主任技術者等の専任特例１号による兼務について（施工様式-６１） 

ア(ｱ)(a)に記載のとおり。 

(b) 人員の配置を示す計画書（施工様式-６３） 

ア(ｱ)(b)に記載のとおり。 

(ｲ) 提出期限 

(a) 主任技術者等の専任特例１号による兼務について（施工様式-６１） 

原則、契約締結日（工事着手日選択期間を設定した工事にあっては実工事期間の始期）から

７日以内に、「現場代理人・主任（監理）技術者届」と合わせて提出してください。 

(b) 人員の配置を示す計画書（施工様式-６３） 

ア(ｲ)(b)に記載のとおり。 

 

⑷ 営業所技術者等に関する主任技術者等の職務の特例 

営業所に常勤（テレワークを行う場合を含む。）して専らその職務に従事することが求められる営業所

技術者等（特定営業所技術者又は営業所技術者をいう。以下同じ。）について、建設業法第２６条の５に

定める要件を満たす場合は、特例として工事の主任技術者等の職務を兼ねることができます。この場合

の本局の取扱いについては次のとおりです。 

① 主任技術者等として配置できる工事の要件 

以下の各建設工事について要件を満たす場合、特定営業所技術者は主任技術者又は監理技術者の職

務を、営業所技術者は主任技術者の職務を兼ねることができます。ただし、専任特例を活用する場合

を除きます。 

ア 請負金額が 4,500 万円（建築一式工事は 9,000 万円）以上の工事 

以下の(a)～(d)を全て満たすこと。 

(a) 営業所技術者等が置かれている営業所において請負契約が締結された建設工事であること。 

(b) 兼ねる工事現場の数が１以下であること。 

(c) ⑶①ア～キの全てを満たしていること。なお、⑶①イについて、「工事現場間」とあるのは、

「営業所から当該工事現場」と読み替える。 

(d) 営業所技術者等が所属建設業者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。 

イ 請負金額が 4,500 万円（建築一式工事は 9,000 万円）未満の工事（営業所と工事現場が近接して

いる場合） 

以下の(a)～(d)を全て満たすこと。 

(a) 営業所技術者等が置かれている営業所において請負契約が締結された建設工事であること。 

(b) 工事現場の職務に従事しながら実質的に営業所の職務にも従事しうる程度に工事現場と営業

所が近接していること。 

(c) 当該営業所との間で常時連絡をとりうる体制にあること。 

(d) 営業所技術者等が所属建設業者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。 

ウ 請負金額が 4,500万円（建築一式工事は 9,000万円）未満の工事（営業所と工事現場が近接して

いない場合） 

アの要件を全て満たすこと。 

② 特例における留意事項 

・ 営業所技術者等が、工事の現場代理人を兼ねることはできません。 

③ 特例による配置を希望する場合の手続 

ア 提出書類 

①ア又はウに該当する工事において、契約を締結した場合に、「現場代理人・主任（監理）技術者

届」と合わせて人員の配置を示す計画書（施工様式-６３）を提出してください。 

イ 提出期限 

契約締結日（工事着手日選択期間を設定した工事にあっては実工事期間の始期）から７日以内に、

「現場代理人・主任（監理）技術者届」と合わせて提出してください。 

 

⑸ 施工様式の入手方法 

施工様式については、ホームページの「事業者の方へ」→「工事・建設コンサルタント業務関連 トッ

プページ」→「建設工事 トップページ」→「工事様式」に掲載しています。 

 

11 建設業法に違反する事実がある場合は指名停止措置等を行うことがあります。 
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２ 適正な下請契約等 

１ 一括下請負の禁止 

一括下請負は、中間においては不合理な利潤がとられ、ひいては工事の質の低下、下請労働者の労働条

件の悪化を招くおそれがあること、実際の建設工事施工上の責任の所在を不明確にすること、発注者の信

頼に反するものであること等、種々の弊害を有しますので、公共工事においては全面的に禁止されていま

す。 

また、下請負人が直接施工する部分がないまま更に再下請させるような不必要な重層下請は、同様に種々

の弊害を有するので、避けるよう下請負人を指導しなければなりません。 

これらに違反する事実がある場合は、元請負業者だけでなく、下請負業者についても指名停止措置を行

います。 

２ 適正な評価に基づく下請負人の選定 

下請負人の選定にあたっては、工事の施工に関し建設業法の規定を満たす者であることはもとより、次

の事項等を的確に評価し、優良な者を選定してください。 

・施工能力 

・経営管理能力 

・雇用管理及び労働安全衛生管理の状況 

・健康保険、厚生年金保険及び雇用保険（以下「社会保険等」という。）の加入状況 

・関係企業との取引の状況 

なお、広島市水道局建設工事競争入札取扱要綱第４３条第 1項各号に掲げる者が、下請契約等において、

その相手方として選定されることがないよう、必要な措置を講じなければなりませんので注意してくださ

い。 

（相手方として選定できない者の例示） 

⑴ 建設業法上の営業停止等の処分を受けた者でその期間を経過しないもの 

⑵ 本局の競争入札参加資格の取消を受けた者で本局の競争入札等に参加することができない期間を経過

しないもの 

⑶ 本局の競争入札参加資格者で、指名停止の措置を受け、当該指名停止の期間を経過しないもの 

⑷ 社会保険等の届出の義務を履行していない建設業者（令和２年３月３１日以前に入札公告等を行った

ものについては、受注者が直接締結する下請契約に係る下請負人（１次下請負人）に限る。） 

⑸ 共同企業体で工事を受注した場合にあっては、当該共同企業体の構成員 

⑹ 国土交通大臣の認定を受けた企業集団に属する親会社からの出向社員を例外的に配置する工事におけ

る親会社、連結子会社及び親会社の非連結子会社 

また、本局の指名競争入札工事（平成３０年７月豪雨災害に係る本復旧工事を除く。）においては、当

該工事の入札参加者（共同企業体の構成員や入札を辞退した者を含みます。）を下請負人として選定する

ことは、好ましくないと判断しており認めていません。ただし、特殊な技術を要する等の事情がある場

合は、あらかじめ施工担当課と協議した上で適切に行ってください。 

３ 下請発注における市内本店業者の活用の促進 

本局では、設計金額が１億円以上６億円未満の工事について、下請発注(２次以降の下請発注を含む。以

下同じ。)する場合には、原則として本市の区域内に建設業法上の主たる営業所を有している者（建設業法

第３条第１項ただし書に該当する広島市内の建設業者を含む。以下「市内本店業者」という。)への発注を

義務付けています。ただし、プラント工事等の高度又は特殊な技術を要する工事等のため、市内本店業者

へ下請発注できない場合を除きます。 

さらに、建築一式工事では、技能労働者の不足が主たる原因となって入札不調が頻発していることから、

入札不調の対策として、技能労働者が広く求められることができるよう、設計金額が 1 億円以上６億円未

満の工事を対象として実施している市内本店業者への下請発注の義務化を当分の間、「建築一式工事」に限

って解除します。 

下請発注予定のうちプラント工事等の高度又は特殊な技術を要する工事等の事情がある場合に、市内本

店業者でない者に下請発注を行う予定の者は、「市内本店業者を下請業者とすることができない理由書」を

提出してください(警備業、測量業、運送業等は対象外とします。さらに、「建築一式工事」に限っては、

市内本店業者への下請発注の義務化を当分の間、解除するため提出の必要はありません。)。 

正当な理由なく下請契約を市外本店業者と行った場合は、工事検査成績評定において減点を行うものと

し、指名停止等の措置を行うこともあるので注意してください。 

＜正当な理由として認めない事例＞ 

施工可能な市内本店業者がいるにもかかわらず、 

・安価という理由で 

・協力（系列）会社という理由で     市外本店業者と下請契約を行うこと。 

・永年にわたり取引があるという理由で 

なお、設計金額が１億円以上６億円未満の工事以外の工事においても、市内本店業者への下請発注に努

めてください。 
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４ 資材の購入 

工事の施工における資材の購入にあたっては、できるだけ地元中小企業者への発注に努めてください。

また、後記「４ 本局発注工事からの暴力団等の排除」に留意してください。 

 

３ 安全管理の徹底 

１  安全管理の徹底 

契約の履行は受注者の自主施工が原則であり、安全管理、現場管理を含め施工方法等は受注者がその責

任において行うこととされています。特に安全管理については、労働安全衛生法、安全施工技術指針等関

係法令等の遵守はもとより、「工事中における安全の確保を全てに優先する」という考えの下、次の事項を

徹底し、事故の未然防止に万全を期さなければなりません。 

⑴ 工事の内容に応じた危険箇所及び作業の把握と具体的な事故防止策の作成及び施工計画書への記載 

⑵ 始業時、作業中及び終業時の安全点検の励行 

⑶ 現場従事者（元請・下請）全員への安全教育、前記⑴及び⑵の徹底 

その他、安全目標の看板を掲げるなど現場作業員や周辺住民に事故防止の取組みを周知し、安全意識の

高揚を図ることにも努めてください。 

２ 事故発生時の報告 

万一、事故が発生した場合には、どんな些細な事故であっても直ちに本局監督員に報告するとともに、

そのつど指定する期日までに工事事故報告書（様式はホームページの「事業者の方へ」→「工事・建設コ

ンサルタント業務関連 トップページ」→「建設工事 トップページ」→「工事様式」から入手できます。）

を本局へ提出しなければなりません。また、本局への報告とともに労働関係法令に基づく関係機関への報

告等についても適切に行わなければなりません。 

なお、本局に報告することなく後日、事故が判明した場合には、指名停止措置を行うことがありますの

で、注意してください。 

 

４ 本局発注工事からの暴力団等の排除 

本局発注工事の施工に関する下請契約等及び資材、原材料等の売買その他の契約において、次に掲げる者

をその相手方又は代理若しくは媒介をする者とすることがないよう、必要な措置を講じなければなりません。 

・ 広島市発注契約に係る暴力団等排除措置要綱第２条第１項に規定する暴力団 

・ 同条第２項第１号に規定する暴力団員 

・ 同条第３項に規定する暴力団経営支配法人等又は同条第４項に規定する被公表者経営支配法人等 

・ 同条第５項に規定する暴力団関係者 

・ 広島県公安委員会が暴力団への利益供与等を行った者等として公表している者（広島県警察本部の HP

にて公表） 

 

なお、本局発注工事につき、次のいずれかに該当する場合には、本局発注工事に係る契約を解除し、指名

停止措置を行うことがあります。 

⑴ 本局発注工事の施工のための下請契約等又は資材、原材料等の売買その他の契約を締結するに際し、事

業者又はその役員等が暴力団、暴力団員等、暴力団経営支配法人等、被公表者経営支配法人等又は暴力団

関係者（以下「暴力団など」という。）であると知りながら、当該事業者をこれらの契約の相手方又は代理

若しくは媒介をする者として定めたとき。 

⑵ 受注者が締結した本局発注工事の施工のための下請契約等又は資材、原材料等の売買その他の契約の相

手方又はその役員等が暴力団などであることが判明し（⑴に規定する場合に該当するときを除く。）、本局

が受注者に対し、当該契約を解除するよう求めたにもかかわらず、これに従わなかったとき。 

上記の解除等を避けるための方策として、工事を施工するための下請契約等及び資材、原材料等の売買

その他の契約を締結するに当たっては、相手方又は代理若しくは媒介する者（その役員等を含む。）が暴力

団などでないことを確認するとともに、書面により締結する場合には、暴力団などに該当するものである

ことが判明した場合には、当該契約の申込者は催告することなく当該契約を解除することができる旨を内

容とする特約を契約書その他の書面に定めること等が考えられます。本局が指名停止を行っている者その

他下請契約等の当事者としてはならない者（広島市水道局建設工事競争入札取扱要綱第４３条第１項各号

に列記）についても、同様です。 

詳しくは、広島市水道局建設工事競争入札取扱要綱第４３条及び広島市水道局建設工事請負契約約款の

規定をご覧ください。 

下請負人の選定について、工事場所に安芸郡府中町又は安芸郡坂町が含まれる場合は、市内本店業者に加えて、

それぞれの町内本店業者も対象とすることができます。 
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５ 暴力団等による不当な介入を受けた場合の届出     

工事の施工に当たり暴力団等から不当介入を受けた場合は、その旨を直ちに本局に報告するとともに、所

轄警察署に届け出ること。報告又は届出がない場合は指名停止措置を行うことがあります。 

 

６ 技能労働者の処遇改善の促進 

１ 社会保険等の未加入対策について 

建設産業においては、長引く建設投資の減少に伴うダンピング受注の激化と下請へのしわ寄せによって

技能労働者の賃金が低下し、また、法令上の義務があるにもかかわらず社会保険等（健康保険、厚生年金

保険及び雇用保険）最低限の福利厚生を確保していない企業が存在し、これらが原因となって近年、若年

入職者が減少し、経験の積み重ねによって磨かれる技能を熟練者から若者へと承継することが困難となっ

ています。 

その結果、建設現場の担い手不足が顕在化し、入札不調が頻発している状況にあります。 

このため、本局では技能労働者の処遇改善を促進し、労働者が安心して働くために、「社会保険等への加

入及び保険料の完納」を個々の工事の競争入札における参加条件として定めています。 

また、令和２年４月１日以降に入札公告等を行うものからは、全ての下請契約において社会保険等未加

入の建設業者と契約締結をすることを原則禁止しています（加入義務が無い場合を除きます。）。 

さらに、予定価格には、法定福利費が含まれているため、元請負人から下請負人に対して社会保険等の

加入に必要な法定福利費が適切に支払われるよう、令和３年４月２０日以降に公告を行うものからは、受

注者に対し、法定福利費を明示した請負代金内訳書の提出を義務付けています。このため、下請契約を締

結する場合には、法定福利費を内訳明示した見積書の提出を求め、下請代金に適切に反映するよう努めて

ください。 

２ 適正賃金の支払いについて 

建設業者は、建設労働者の雇用・労働条件の改善等を図るため、安定的な雇用関係の確立や建設労働者

の収入の安定等を図りつつ、労働条件等を明示した雇用に関する文書（雇入通知書）を交付する等、雇用・

労働条件の改善、安全・衛生の確保、福祉の充実、福利厚生施設の整備、技術・技能の向上及び適正な雇

用管理等の事項について必要な措置を講じなければなりません。 

また、受注者は、建設労働者の雇用の改善等に関する法律及び労働安全衛生法の規定を守り、労働者災

害補償保険法に係る保険料の適正な納付及び適正な工程管理の実施等の処置を取るとともに、その建設工

事の全ての下請負人が行わなければならない事項について、指導、助言その他の援助を行わなければなり

ません。 

なお、公共工事の労務費については、二省（国土交通省、農林水産省）協定単価である「公共工事設計

労務単価」に基づく労務単価により積算していますので、この点に十分留意し、適正な賃金を支払われる

よう配慮してください。 

公共工事設計労務単価は、所定労働時間内８時間当たりの労務単価として設定したものであって、所定

時間外の労働に対する割増賃金や現場管理費（法定福利費の事業主負担額等）、一般管理費等の諸経費は含

まれておりません。 

 

令和７年度公共工事設計労務単価抜粋（国土交通省、農林水産省） 

（令和７年３月１日以降適用） 

主要職種 基準額（円） 主要職種 基準額（円） 

特殊作業員 ２５，１００ 型わく工 ２６，３００ 

普通作業員 ２１，９００ 大工 ２５，５００ 

軽作業員 １６，６００ 左官 ２４，５００ 

とび工 ２６，４００ 配管工 ２３，６００ 

電工 ２４，７００ 防水工 ２７，３００ 

鉄筋工 ２６，０００ 内装工 ２６，６００ 

鉄骨工 ２５，４００ 交通誘導警備員Ａ １８，５００ 

塗装工 ２５，４００ 交通誘導警備員Ｂ １５，７００ 

運転手（特殊） ２５，２００ ダクト工 ２２，８００ 

運転手（一般） ２２，１００ 保温工 ２３，８００ 

 設備機械工 ２７，７００ 

（所定労働時間内８時間当たりの単価） 

注：上表は主要職種であり、その他の労務単価は広島市水道局技術部技術管理課で閲覧することができ

ます。 
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３ 建設業退職金共済制度の適正な運用 

建設業退職金共済（建退共）制度は、建設労働者が事業主を変わっても、そのさきざきの事業主から共

済証紙の貼付（貼付方式の場合）又は退職金ポイントから掛金への充当（電子申請方式の場合）を受ける

ことにより、建設業で働いた日数の通算により退職金を受けることができるもので、建設労働者の福祉の

増進等を目的とする法律（中小企業退職金共済法）に基づく制度です。 

本局が発注する建設工事においては、共済証紙又は退職金ポイントの購入費を現場管理費として建設工

事費の中に積算し、この制度の普及徹底に努めております。また、公共工事の入札に参加するための経営

事項審査においても「建退共制度への加入の有無」が審査対象として加点評価されております。 

この制度による建設労働者の福祉の増進等を効果的に図るためには、事業主の制度への加入及び共済証

紙の貼付又は退職金ポイントから掛金への充当の申請等事務の適正な処理の徹底が何よりも重要となるた

め、その趣旨をご理解いただき、制度への加入及び下請負人への加入勧奨について協力をお願いします。 

 

（問い合わせ先） 

独立行政法人 勤労者退職金共済機構 建設業退職金共済事業本部広島県支部 

所在地：〒７３０－００１３ 広島市中区八丁堀１１番２８号 朝日広告ビル５階 

電 話：（０８２）２２１－０１３８ 

 

７ 電子納品の取組について 

全ての工事で「電子納品の義務付け」を基本としています。 

電子納品の取扱い等については、特記仕様書により、よく確認してください。 

 

８ 広島製産品の使用実績に応じた加点評価の実施について 

平成２２年４月１日以降に完成する工事を対象として、広島製産品の使用実績に応じ、工事検査成績評定

点の加点をしています。（詳細はホームページを参照してください。） 

 

９ 「週休２日工事」等の普及・拡大の取組について 

令和６年４月から建設業も労働基準法（時間外労働上限規制）が適用され、担い手確保に向け休暇が

取れる環境とするなど、魅力ある働き方への改革が急務となっていることから、原則、土曜日・日曜日

において現場閉所とする「週休２日工事」あるいは技術者及び技能労働者が交替しながら週休２日を取

得する「週休２日交替制工事」の試行に取り組んでいます。（詳細はホームページを参照してください。） 
 

 

 

 

 

 

（技術管理課） 
 

１ 技術者の途中交代について 

平成３０年７月豪雨に伴い、工事中止又は工事内容の変更等が発生したことにより、技術者の継続配置が

困難となった場合は、病気・退社等と同様にやむを得ない事由とし、技術者の途中交代を認めることとしま

す。 

※災害復旧工事・災害復旧工事以外の工事のいずれも対象とします。 

※総合評価落札方式により発注した案件についても同様の扱いとします。 

 

２ 市外本店業者を下請業者とする場合の取扱いについて 

下請発注を市内本店業者に義務付けている工事（設計金額が１億円以上６億円未満の工事（建築一式工事

を除く。））において、市内本店業者でない者に下請発注を行う予定の者には、「市内本店業者を下請業者とす

ることができない理由書」の提出を求めていますが、平成３０年７月豪雨災害に伴う災害復旧工事において

は、理由書の提出を求めないものとします。 
 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 平成３０年７月豪雨災害に伴う緩和措置 
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                                            （財務課） 

 

予定価格が４００万円を超えないものは随意契約（見積合わせ）となります。随意契約の場合も上記Ⅰか

らⅣに準じますが、特に留意していただきたいことは次のとおりです。 

１ 見積合わせは見積書（所定の様式）を提出していただくことにより行います。なお、提出の際には、本

人確認のため、身分のわかるものの提示を求めますので、名刺、免許証等を用意してください。 

  また、代理人により参加する場合には、本人確認に加え、委任状の提出を求めています。 

２ 工事費内訳書は入札の場合に準じて作成し、必ず見積書提出（見積合わせ）時に提出していただきます。

なお、最低制限価格は設定しません。 

３ 予定価格の制限の範囲内の価格の見積書の提出がない場合、１回に限り、原則として見積日の翌日（広

島市の休日を除く。）に再度の見積合わせを行います。 

再度の見積合わせを希望しない者は、これを辞退することができます。辞退する場合は、見積合わせ辞

退届を提出してください。なお、見積合わせを辞退したことによる不利益な取り扱いは一切行いません。 
４ 資料配付の際に、「資本的関係・人的関係調書」と主任(監理)技術者の配置に係る「確約書」を提出する

必要があります。（様式はホームページから入手できます。） 

なお、これらの書類を提出できない者は、見積合わせに参加することはできません。 

５ 現場代理人・技術者の配置については、指名競争入札に準じるものとします。 
 

 

 

 

 

（財務課） 

 

１ 建設業の許可の更新 

建設業の許可の有効期間は５年です。許可の更新をしたときはすみやかに業者登録受付システムを利用し

て変更届を広島市財政局契約部へ提出してください。 

 

２ 経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書 

広島市水道局が発注する建設工事を請け負おうとする建設業者は、経営事項審査を受けていなければなり

ません。経営事項審査は国土交通大臣又は都道府県知事が行い、その結果は経営規模等評価結果通知書・総

合評定値通知書（以下「経営規模等評価結果通知書等」という。）により通知されます。 

経営事項審査の有効期間は、経営規模等評価結果通知書等に記載している審査基準日から１年７か月です。

有効な経営事項審査を受けているかどうかを確認できない場合は、入札・見積合わせに参加することができ

ないため、毎年の決算終了後できるだけ速やかに受審し経営規模等評価結果通知書等の写し（業者番号（３

から始まる５桁）を付記）を広島市財政局契約部工事契約課へ郵送又は持参により提出してください。 

 

 

 
 

広島市水道局のホームページアドレス https://www.water.city.hiroshima.lg.jp/  

※ 契約に関するページは、上記アドレスから 

「入札・契約情報」→「入札契約制度の概要」→「工事・建設コンサルタント業務等」又は 

「入札・契約情報」→「関係規程」 

※ 工事に関するページは、上記アドレスから 

「事業者の方へ」→「工事・建設コンサルタント業務関連 トップページ」  

Ⅴ 随意契約の場合 
（設計金額 100 万円以上予定価格４００万円以下の見積合わせ） 

Ⅵ その他 


